
平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０１ 

サン・サンスタッフ（学校司書）派遣事業 
 

予算額 １０，２６０千円 

 

≪概要≫ 

小中学生の読書活動を推進するため、学校図書館で司書教諭を補佐するためサン・サ

ンスタッフ（学校司書）を増員します。 

「学校図書館の活用を促進して子どもの読書活動充実」を目的に市教育委員会が各校

に派遣する司書等の資格を有するサン・サンスタッフ。平成１８年度の派遣（４人）を

皮切りに各年度８人ずつ増員し、平成２１年度の全小学校配置を目指します。 

 

◆サン・サンスタッフ（学校司書）の主な業務 

学校図書館内業務のほか、担任や教科担当者との連携を深め、必要に応じて資料の収

集、提供やアドバイス等学習活動における支援にかかわります。 

・図書館整備（整理、修理、廃棄など）や図書の貸し出しなどの利用指導、蔵書情報の

コンピュータ入力、管理指導 

・担任・各教科担当と連携した学習資料提示や掲示物、図書館便りなどの広報活動 

・児童・生徒の様々な質問に応じて参考図書の利用に応える読書相談や図書選定助言 

 

◆対象校 

子どもの読書活動に係わる施策の推進を図るために設置された平塚市子ども読書活

動推進会議のプロジェクト会議が選定した小学校（平成２０年度 計８校） 

 

◆「平塚市子ども読書活動推進計画」 

子どもの読書活動に関する法律（平成１３年施行）に基づき、平塚市が平成１７年３

月に策定。「家庭・地域・学校等における子ども読書活動の推進」や「施設等の環境整

備、関係機関の連携・協力」、「子ども読書活動の普及・啓発」を柱に計５０項目の規定

を設け、子どもの読書活動推進に向けた取り組みを掲げています。 

 

≪スケジュール≫ 

平成１９年から５年間で全小中学校への派遣を目指します 

・平成１８年度   ４人 

・平成１９年度  １２人 

・平成２０年度  ２０人 

・平成２１年度  ２８人（すべての小学校に派遣） 

・平成２２年度  ３６人（中学校への派遣開始） 

・平成２３年度  ４３人（すべての小中学校に派遣） 

 

【問い合わせ先】 

学校教育部 教職員課 教職員担当 佐藤亨子 

電話  ０４６３－３５－８１１６（直通） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０２ 

小中学校体育館耐震補強事業、幼稚園耐震診断事業 
 

予算額 ６１７,００１千円 

 

≪目的・効果≫ 

 昭和５６年（新耐震設計基準）以前に建築された小中学校体育館及び幼稚園園舎の耐

震性を高め、災害時の倒壊を防止することにより、幼児・児童・生徒などの安全確保を

図ります。 

 

≪内容≫ 

【小学校】 ３７５,７８０千円、 

平塚市内全２８小学校のうち、昭和５６年（新耐震設計基準）以前に建築された小学

校体育館は計２０校で、このうち６校は「耐震性あり」や「耐震補強済み」となってお

ります。今後、残りの１４校について耐震補強工事を実施します。 

〔平成２０年度着手〕 

耐震補強設計  金目小学校など３校 

耐震補強工事  神田小学校、なでしこ小学校、富士見小学校 

 

【中学校】 ２２９,２１０千円 

平塚市内全１５校のうち、昭和５６年（新耐震設計基準）以前に建築された中学校体

育館は計８校で、このうち１校は耐震補強済みで、別の１校はすでに工事に着手してい

ます。今後、残りの６校ついて耐震補強工事を実施します。 

〔平成２０年度着手〕 

耐震補強設計  神田中学校など５校 

耐震補強工事  大住中学校 

 

【幼稚園】  １２,０１１千円 

平塚市内の市立幼稚園（全５園）は、すべて昭和５６年（新耐震設計基準）以前に建

築されており、平成２０年度はすべての園舎の耐震診断を実施します。 

耐震診断  さくら幼稚園、ひばり幼稚園、土屋幼稚園、金目幼稚園、港幼稚園 

 

≪スケジュール≫ 

平成２０年１２月 耐震診断（幼稚園５園）完了予定 

平成２１年 １月 耐震補強設計（小学校３校、中学校５校）完了予定 

３月 耐震補強工事（小学校３校、中学校１校）完了予定 

 

 

 

【問い合わせ先】 

教育総務部 教育施設課 課長 髙山 博 

電話  ０４６３－２３―１１１１ 内線３５１４ 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０３ 

学校給食の強化磁器食器導入事業 
 

予算額 １７，１００千円 

 

≪目的・効果≫ 

児童の楽しく豊かな食環境整備に向け、単独調理場を備える崇善小学校で使用してい

る食器をアルマイト製から強化磁器製に切り替えます。また、同調理上の設備備品など

も整備します。平成２０年９月に導入予定。 

給食を盛り付けると食器自体が熱くなるアルマイト製食器。児童は持ちにくくなるた

め食事時の姿勢が悪くなる等の課題が生じていました。 

平塚市教育委員会では、平成１４～１６年度に北部学校給食共同調理場（計１０小学

校）、平成１７年度には東部学校給食共同調理場（計１１小学校）で導入を済ませてい

ます。 

 

≪内容≫ 

導入校  平塚市立崇善小学校（平塚市浅間町４－３、會田栄校長） 

児童数７１４名（平成１９年５月 1日現在） 

 

内容   磁器食器 浅皿、深皿、飯碗 各１，０００枚 

食器かご ７０個 

設  備 昇降式消毒保管庫、食器洗浄機、一槽シンク、移動シンク 

工  事 磁器食器導入に伴う給食調理場洗浄機用給湯器設置工事 

 

 

 

【問い合わせ先】 

教育総務部 学校給食課 給食担当 水野高明 

電話  ０４６３－３５―８１１９（直通） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０４ 

放課後児童健全育成事業 
 

予算額 １６１，３７８千円 

≪目的・効果≫ 

女性の社会進出や子どもを狙った犯罪の増加などを背景に、市民ニーズの高まりをみ

せる放課後児童クラブ。平塚市では「１小学校区に１クラブ設置」を目標に、２８小学

校区のうち２７クラブを現在までに設置し、運営を各児童クラブに委託して事業を推進

してきました（注１）。 

しかし、児童クラブをとりまく環境は、施設の老朽化や狭隘化、大規模クラブに対す

る国庫補助の廃止、さらには小規模クラブの運営難といった課題が山積しています。こ

うしたことから、「良好な保育環境の整備」を推進するため放課後児童健全育成事業予

算を拡充し、これらの課題の解消に取り組みます。 

（注１）神田・相模小学校区では２小学校区で１クラブとし、また、全小学校区を対象にした障害児専用

の児童クラブが１クラブあるため、実際には３小学校区が未設置になっています。 

 

≪事業内容≫ 

◆施設の老朽化・狭隘化への対応 

市内の１８の放課後児童クラブでは、現在も民間借家で運営されており、建物の老朽

化・狭隘化が進行しています。「良好な保育環境の整備推進」を図るためには、小学校

余裕教室などへの移設や専用施設の建設等が必要な状況になっています。 

→大野小学校区放課後児童クラブ専用施設（リース方式）の建設 

建設地は大野小学校内南東。４月に入札を行い、１１月からの供用開始を目指します。 

 

◆大規模放課後児童クラブの分割 

大規模化した児童クラブ（７１人以上）については、国の補助金が打ち切られる（平

成２２年度から）ことが決まり、適正規模へ分割を進める必要性が生じています。 

→既に大規模化している児童クラブ及び大規模化が見込まれる児童クラブを分割し、児

童の安全確保や情緒面の安定を図ります。 

平成２０年度予定⇒「こひつじ学童クラブ」（中原、１９年度入所児童７９人） 

「神田相模学童クラブ」（田村、１９年度入所児童５６人） 

 

◆委託金算定基準の見直し 

市が児童クラブに支払う委託金は、国庫補助基準に基づき主に入所児童の人数で算定

しています。小規模児童クラブ等では、この委託金と保護者から徴収する保育料だけで

は、保育に携わる指導員の配置や待遇が不十分になるなど、運営面での新たな課題が生

じています。児童クラブの安定運営を図るため、委託料算出基準を見直します。 

→小規模児童クラブへの補助指導員加算額の増額 

２９２，９５０円⇒５８１，０００円（対象：入所児童数１９人以下） 

→障害児を多数受け入れる児童クラブへの障害児加算額の増額 

６８７，０００円⇒１，３７４，０００円（対象：１１人以上の障害児を受け入れ） 

→国庫補助基準改定に伴う開設日数加算の創設 

基準開設日数を現行の２８１日から、２５０日を超えて開所するクラブへの日数に応

じた加算措置（１日１３，０００円、３００日まで）に弾力化 

 

【問い合わせ先】 

市民部 青少年課 青少年育成担当 青地俊朗 

電話  ０４６３－２３―１１１１ 内線２７６１ 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０５ 

妊婦健康診査の受診回数拡大・妊婦歯科健診事業の導入 

 

予算額 ８０，０９０千円 

 

≪概要≫ 

安心して出産できる環境整備に向けて、平塚市医師会、平塚歯科医師会と連携したさ

まざまな母子保健サービスを展開します。妊婦を対象にした健診事業の拡充に加え、平

成２０年度は歯科保健に重点を置いたサービスも新設（モデル実施）。子育て・人づく

りは、平塚で…の方針を実現するため、少子化に歯止めをかけるための施策充実を図り

ます。 

 

◆妊婦健康診査の健診回数拡充（２回→５回） 

妊娠早期から「かかりつけ産科医」を持つことは、妊娠中の母体管理と安心して子ど

もを出産できる環境づくりに欠かせない要素です。 

平塚市では、飛び込み出産などの防止に向け、妊娠中に無料（自治体負担）で受診で

きる「妊婦健康診査」の健診回数を従来の２回から５回に拡充します。 

同様の受診回数を検討しているのは県内で３１市町村。平塚市は県内で唯一、健診期

間（妊娠週数）を限定せずに受診できる体制を整備しました。 

〔妊婦健康診査〕 

対  象   妊婦約２２００人（見込み） 

受診回数   ５回 

自己負担   なし 

受診期間   初回 （妊娠確定時および初めての健診時に利用） 

２～５回目＝妊娠週数を決めずに出産まで 

受診医療機関 神奈川県産婦人科医会会員の１４医療機関 

（このうち出産可能な医療機関は５施設） 

 

◆妊婦歯科健診の実施（モデル事業） 

妊娠初期の妊婦を対象に、無料歯科健診（１人１回）を実施します。平塚歯科医師会

の協力による県内市町村初の取り組みで、妊娠中の口腔内を衛生管理するとこによる早

産、流産などの予防が目的。初年度は対象者を絞り込みモデル事業として実施します。 

健診後の状況把握など後方調査も実施予定。受診状況等を調査・分析し、今度の事業

展開の計画を検討します。 

〔妊婦歯科健診〕 

対  象   妊娠前期の約１４０人（見込み） 

受診回数   １回 

自己負担   なし 

受診期間   平成２０年６月から１月まで 

受診医療機関 平塚歯科医師会会員の指定医療機関 

 

【問い合わせ先】 

健康福祉部 健康課 健康づくり担当（保健センター） 石村靖子 

電話  ０４６３－３４―０３１１（平成２０年３月３１日まで） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０６ 

重度重複・重症心身障害児者加算 
 

予算額 ２２，３４４千円 

 

≪目的・効果≫ 

 地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター、日中一時支援、障害児タイムケア

事業において「重度重複・重症心身障害児者加算」を創設し、支援と受入れ体制を充実

させ、実施事業所の基盤強化を図ります。 

 

 事業所の職員体制が十分でない中、加算給付することにより事業所収入が拡充し、リ

スク回避のための方策が講じやすくなること、現状では受入れが困難な事業所において

受入れが可能となるなど、サービス提供基盤が充実し、利用者の選択の幅も広がること

が効果として期待できます。 

 

≪内容≫ 

市内で地域生活支援事業を実施する事業所に対し、当該事業を重度重複・重症心身障

害児者が利用する場合に、運営費に加算します。 

 

加算額  重度重複・重症心身障害児者の利用一人１日あたり＝５，０００円 

 

加算の対象者 

１ 身体障害１級、知的障害Ａ１、精神障害１級のいずれかが重複している者 

２ 身体障害１級、知的障害Ａ１、精神障害１級と身体障害２級、知的障害Ａ２、精神

障害２級のいずれかが重複している者 

３ 児童相談所において、重症心身障害と判定された者 

 

対象事業  地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター、日中一時支援、障害児

タイムケア事業 

 

実施時期  平成２０年４月１日 

 

 

 

【問い合わせ先】 

健康福祉部 障害福祉課 庶務担当 間宮芳夫 

電話  ０４６３－２１―８７７４（直通） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０７ 

万田貝塚住宅建替整備事業 
 

予算額 ２２５，５５３千円 

 

≪概要≫ 

市営住宅をバリアフリー化し、環境・安全性などに優れた高い水準の居住環境を整備

します。これまでの２棟新築に続く３棟目。高齢者・障がい者などの多様な市民ニーズ

に応えるとともに、住宅用地の効率的利用を図るため、平成２０～２１年度に 1棟（５

０戸）を整備。さらに、周辺住民の住環境を良好化するため、周辺道路・歩道の拡幅、

街区公園も整備します。 

 

〔平塚市営万田貝塚住宅〕 

所在地  平塚市万田４９３ 

概 要  昭和３８～４０年にかけて、簡易耐火構造・平家建ておよび２階建ての計

２７棟（１４４戸）等を整備。老朽化に対応するため、全面的建て替え計

画（５階建て３棟１８０戸）を策定し、これまでに２棟（１３０戸）の整

備が完了しています。平成２０年２月現在で１２７世帯が入居中。 

 

◆新築する住宅棟の整備概要 

鉄筋コンクリート造 地上５階建（１棟） 

１ＤＫ ＝１０戸、２ＬＤＫ＝２５戸、３ＬＤＫ＝１５戸 

バリアフリー化を図るため、エレベーターの設置や段差の解消、車いす対応型居室等

を整備。 

 

◆周辺環境の整備 

周辺住民の住環境を良好化するため、周辺道路・歩道の拡幅、街区公園を整備。 

 

≪スケジュール≫ 

 平成２０年７月～平成２２年３月までの２カ年継続事業 

 敷地造成、建築工事（建築・電気・衛生・外構）、 

植栽・公園工事、周辺整備（道路等）工事 

 

入居関係（予定） 

平成２２年１～２月  入居者募集、入居者説明会 

平成２２年４月    入居開始 

 

 

 

【問い合わせ先】 

都市整備部 建築課 住宅担当 重田博 

電話  ０４６３－２１－８７８４（直通） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０８ 

太陽光発電システムを公共施設に導入 
 

予算額 ５，０００千円 

 

≪目的・効果≫ 

地球温暖化対策の推進や資源枯渇対策に向け、公共施設（学校施設）に太陽光発電

システムを導入します。 

自然エネルギーの利用設備を学校施設に導入するのは、平塚市立勝原小学校（平成

１９年に導入）に続き２校目。 

新エネルギービジョンに基づき、新エネルギーの普及啓発や環境教育の推進を図る

とともに、平塚市地球温暖化対策地域推進計画（平成１８年度策定）に掲げた二酸化

炭素削減目標を達成するため、公共施設から排出される二酸化炭素の削減を目指しま

す。 

 

≪内容≫ 

導入施設  平塚市内の学校 

設備    太陽光発電システム 

能力    ３～４キロワット 

特徴    環境教育の題材として役立てるため、発電量などを表示できるモニター

を設置予定。 

時期    平成２０年９月の導入を目指します。 

 

 

 

【問い合わせ先】 

環境部 環境政策課 環境政策担当 滝原良一 

電話  ０４６３－２３―１１１１ 内線２２６６ 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業０９ 

工業活性化促進事業 
 

予算額 ７５，０００千円 

 

≪事業目的≫ 

 指定地域において新たに立地等を行ったり施設の拡充を行ったりする企業等に対し、

助成措置を講じることにより、平塚市内の工業活性化と雇用機会の促進を図ります。 

 

 ※指定地域＝都市計画法第９条第１１項に規定する工業地域、同条第１２項に規定す

る工業専用地域 

 

≪事業内容≫ 

◆施設整備に対する助成措置 

事業所を新設、増設したときに要した事業費用のうち、土地、家屋及び償却資産に係

る固定資産税及び都市計画税の一部を助成します。 

（注１）大企業＝３億円以上 

従業員３００人以下、資本金３億円以下の中小企業＝５０００万円以上 

 

助成額  ＝新設・拡充施設等の固定資産税及び都市計画税相当額の２分の１ 

助成期間 ＝操業開始から５年間 

累計限度額＝1億円 

 

◆雇用に対する助成措置 

施設整備助成を受けた企業が事業展開する際、一定人数（注２）を超える従業員を採

用雇用した場合、超えた分の従業員に対し雇用奨励金を助成します。 

（注２）大企業＝２０人、中小企業＝２人 

 

助成対象＝施設整備の助成を受ける施設の操業開始前後それぞれ３カ月間に市内在

住者を新規従業員として採用し１年以上雇用した際に助成します。 

助成額 ＝対象者ひとりあたり３０万円を助成します。さらに、６０歳以上または２

０歳未満の市民を採用・雇用した場合は、ひとり当たり２０万円を加算し

ます。 

 

≪拡充内容のポイント≫ 

施設整備助成では、指定地域に都市計画法第７条第３項に規定する市街化調整区域及

び神奈川県産業集積促進方策で指定する産業集積促進拠点（めぐみヶ丘）において、同

法第４条第１２項に規定する開発行為の許可が得られた地域を加えました。 

また、新規雇用助成では、中小企業の雇用助成の対象を「1人目から」としたことに

加え、助成金加算要件として障害者雇用を加えました。 

 

【問い合わせ先】 

経済部 工業労政課 工業労政担当 古田勝明 

電話  ０４６３－３５－８１０９（直通） 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業１０ 

消防署出張所等整備事業 
 

予算額 ９０、１４６千円 

 

≪目的・効果≫ 

消防活動の拠点充実に向け、消防署土沢分遣所・消防団第１６分団庁舎を市立吉沢公

民館内に移設し、複合施設として新たに建設します。 

消防署出張所や消防訓練施設など消防活動の拠点機能を充実させ、市民の生命・財産

をさまざまな災害から守るため、消防力の強化を図ります。 

 

≪内容≫ 

土沢分遣所・消防団第１６分団庁舎の建設 

所在地   平塚市上吉沢３９５ 

施設概要  地上１階平屋建て（鉄骨造） 

敷地面積 ９６７．２８平方メートル 

施設の総床面積 ２４０平方メートル 

主な機能  ホースタワー（高さ約１１メートル）、 

 

≪スケジュール≫ 

平成１９年７月  庁舎解体（消防団第１６分団） 

平成２０年２月  地質調査（土沢・第１６分団建設地） 

平成２０年度中  庁舎着工（土沢・第１６分団） 

平成２１年３月  庁舎完成 

平成２１年４月  庁舎開設 

 

 

 

【問い合わせ先】 

消防本部 消防総務課 管理担当 原弘 

電話  ０４６３－２３―１１１１ 内線２３８８ 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業１１ 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）配備事業 
 

予算額 ２４，３２０千円 

 

≪事業目的・概要≫ 

 心肺停止患者の救命率向上に向け、市内すべての小中学校など計１００施設の公共施

設に１２８台の自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を配備します。平成２０年８月の配備完

了を目指します。 

 

 

≪事業内容≫ 

（１） 平成２０年８月までに１２８台配備します。 

（２） 配備施設の職員等に対し、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の取扱い講習を実施

します。 

 

≪配備場所≫ 

消防庁舎（兼レンタル用） ８   スポーツ課（レンタル）  ４ 

市民スポーツ広場     １   総合体育館プール     １ 

桃浜町庭球場       １   軟式庭球場        １ 

中学校         １５   小学校         ２８ 

消防ポンプ車      １０   図書館          ４ 

博物館          １   美術館          １ 

公民館         ２１   港ベイサイドホール    １ 

勤労会館         １   教育会館         １ 

四之宮ふれあいセンター  １   保健センター       １ 

東部福祉会館白寿荘    １   七国荘          １ 

平塚栗原ホーム      １   万田ディサービスセンター １ 

高齢者技能センター    １   総合公園管理事務所    １ 

湘南平レストハウス    １   聖苑           １ 

福祉会館         １   福祉事業センター     １ 

ひらつか市民活動センター １   リサイクルプラザ     １ 

市役所本庁舎（３・４階） ２   市役所新館        １ 

松原分庁舎        １   城島分庁舎        １ 

豊田分庁舎        １   子どもの家        ４ 

駅前市民窓口センター   １   豊原分庁舎        １ 

宿泊研修所        １   青少年会館        １ 

びわ青少年の家      １ 

 

 

【問い合わせ先】 

消防部 警防課 救急救命担当 田中成実 

電話  ０４６３－２３―１１１１ 内線２３９５ 



平成２０年度当初予算〔主要施策の説明〕              拡充事業１２ 

中原公民館整備事業 
 

予算額 １００，０３４千円 

 

≪概要≫ 

老朽化や施設の狭隘化が課題になっていた中原公民館を解体し、同じ敷地内に建て替

えます。現在の公民館施設は昭和４７年３月に建設。地域の人口増や利用者ニーズの高

まりを受け、さまざまな用途に適応できる機能を充実させます。 

建て替えに向けて環境、福祉などに配慮した設計を行うとともに、地域の建設準備委

員会と協議を重ねてきたことで、誰にも使いやすい公民館の建設を目指します。 

 

〔中原公民館〕 

所在地  平塚市御殿２－１７－３８ 

 

◆現在の施設の概要 

竣工       昭和４７年３月 

敷地面積     １，５１５．３４平方メートル 

施設の総床面積  ４３０．０２平方メートル 

地上２階（鉄筋コンクリート造） 

市民利用設備   ホール、和室、会議室、調理室、談話室  計５室 

年間利用者    約３５，６８１人（平成１８年度実績） 

 

◆建て替え後の総床面積 約９１０平方メートル 

 

≪スケジュール≫（予定） 

２か年継続事業 

平成２０年７月  解体工事の着工（隣接するひばり幼稚園の夏季休業中） 

９月  建物本体工事の着工 

 

平成２１年末にも建物本体工事、外構工事等を完了し、平成２２年４月の利用開始を 

目指します。 

 

 

【問い合わせ先】 

社会教育部 社会教育課 社会教育担当 木村明智 

電話  ０４６３－３５－８１２３（直通） 

 


